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Abstract
This paper examines the ways in which school leaders use data in school management in the 

UK and US, where data-driven accountability policies have been promoted. The paper focuses on 
the types, purposes, and practices of data that school leaders make use of as well as the contents 
and issues of the qualification programs developed for people expected to become school leaders. 

In both countries, data including student achievement, such as the scores of tests administered 
by the national/federal government or states, are required for the accountability system, which 
demands school improvement with sanctions. Thus, the extent to which school leaders use the 
data for their decision-making seems expansive.

In the UK, school leaders constituting school masters, teachers, and school staff conduct the 
generation and use of data. On the other hand, the same responsibility seems largely placed upon 
principals in the US. Also, guidance about data use is provided by the Department of Education of 
the UK to schools nationwide while the ways in which data is used vary among schools, districts, 
and states in the US. 

The data that many school principals in the US emphasize and utilize are mostly the scores 
of tests administered by the states and graduation rates, which are required to respond to the 
external accountability mandates. Also, school improvement policies of American schools resulted 
from the data prioritize the interventions recommended by the Department of Education, which 
emphasizes that interventions should be strictly evidence based. 

Additionally, in the UK, it has been becoming a serious issue that the amount of data required 
to be generated and submitted is enormous, and efforts have been made to reduce the burden on 
schools.

Now that both the UK and US have adopted data-driven accountability policies and systems 
have been implemented in which school data has been generated and collected nationwide, school 
leaders are required to have leadership so that they can analyze the data, make decisions based on 
the data outcomes, conduct improvement while making smooth communication with teachers and 
communities surrounding the schools. Despite the various work that school leaders are expected 
to perform concerning data use, it seems that education and training to suffice these requirements 
have not fully progressed in both countries.
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１．はじめに

GIGAスクール構想により、児童生徒１人１台端末環境の実現が進む現在、誰一人取り残すこ
となく、全ての子供たちの力を最大限に引き出す教育データの効果的な利活用の推進が急務と
なっている。2021年 3月文部科学省の「教育データの利活用に関する有識者会議」は、「教育デー
タの利活用に係る論点整理（中間まとめ）」を発表し、教育ビッグデータの利活用と教育活動改
善の在り方を提示した。その中では、学校において多様なデータをもとに児童生徒のそれぞれの
状況を多面的に把握し、きめ細かい支援を行うため教育活動に生かしていくことが示されている。
また 2021年 6月には教育再生実行会議が第 12次提言「ポストコロナ期における新たな学びの在
り方について」を発表し、データ駆動型の教育への転換による学びの改革が提言された。日本に
おいて、教育活動における教育データの利活用は推進される方向にある。
こうした背景を受け、本稿ではアカウンタビリティ政策が進められてきた英国と米国を対象に、
校長が学校経営においてどのようにデータの利活用を行っているかを明らかにするため、校長が
利活用するデータ、データ利活用の目的と実践、更に校長の資格プログラムについて、実態の把
握と課題についての検討を行う。どちらの国もデータ駆動型のアカウンタビリティシステムを取
り入れており、校長は学校経営におけるデータの利活用が必須となっている。それぞれの国で校
長によってどのようにデータの利活用が行われているかを明らかにしつつ、日本への示唆を得る
ことを目的とする。

２．英国における校長のデータ利活用

（1）　英国におけるアカウンタビリティ政策の流れ
英国（イングランド）では、自律性と自己責任を追求する形で、データの利活用による教育改
革に取り組んできた。1988年教育改革法により、当時の保守党政権は、公教育の中に「選択と
多様性」を確保するため、教育分野においても競争的な環境の創出による教育水準の向上を目
指した。学校制度に競争的な環境を作り出したものとして、主に次の二つが挙げられる（青木，
2017）。第一に、ナショナル・カリキュラム1とナショナル・テストの導入である。公営の初等、
中等学校はナショナル・カリキュラムに従う義務がある。いくつかの学年をグループにした各キー
ステージ（例えば、キーステージ１は第１～２学年、キーステージ２は第３～６学年）でカリキュ
ラムへの到達度を評価するためのナショナル・テストを行い、学校ごとの到達度を公表した（青
木, 2017）。第二に、自律的学校運営の導入である。公営学校において、地方当局2が、各学校に
在籍する児童生徒数によって予算を配分する方式を導入し、学校予算の使途決定権限及び教職員
人事権を、地方当局から学校理事会に大幅に委譲した（青木, 2017）。また従来の視学制度を改編
し、1992年には教育水準監査院（Office for standards in Education：Ofsted）が設置され、1993年
から学校監査が実施された。これにより、学校が自律的に学校改善に取り組む一方、ナショナル・
テストや学校監査により教育成果等に責任を持つアカウンタビリティシステムが構築されたので

1　 ナショナル・カリキュラムは、キーステージごとに、教えるべき教科と各教科における到達すべき基準が示されて
いる（水森, 2017）。

2　 当時は地方教育当局（LEA）であったが、2006年以降、地方会議改革や福祉領域との統合行政実現のため、地方
当局と変更された（吉原, 2017）。ここでは、便宜上、地方当局で統一している。
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ある（植田, 2020）。
英国ではこうした流れの上に、その後の教育改革が行われてきた。校長が、データの利活用に
よりエビデンスを基にした判断を行いながら、自律的に学校経営を行っていくことの重要性は現
在まで受け継がれている。本節では、英国のアカウンタビリティ政策における学校経営への応答
責任の下、校長によるデータ利活用の実態把握と課題についての検討を試みる。

（2）　国によるデータの収集と提供
英国のデータ利活用において、重要な役割を占めていると考えられるのがすべての児童生徒
の情報を集約している全国児童生徒データベース（National Pupil Database：NPD）である。教
育省（Department of Education：DfE）は、1999年に学校への予算配分決定に使うことを目的と
し、運用を開始した（田中, 2019）。現在公営学校に在籍する各児童生徒には、固有の識別番号
（Unique Pupil Number：UPN）が与えられ、学校生活における達成度を追跡するために使用され
ている。UPNは、原則入学時に割り振られ、基本的には児童生徒の学校や自治体が変わっても、
追跡可能となっている。データは、学校、自治体、授与機関などから収集され、児童生徒の情報
は UPNを使ってデータセット間で照合し、NPDに保存されている（DfE, 2015）。

NPDには、学業成績として各キーステージのテスト結果等や前期中等教育証書（GCSE）3の結
果等はもちろん、児童生徒の背景情報として、児童生徒の年齢、民族的属性、性別、住所、出席
状況、第一言語、特別教育支援ニーズの有無、社会的養護の有無、無料給食の受給の有無等が含
まれている 。したがって、学習者の学業成績を追跡し、国・地域・地区・学校単位での分析や、
児童生徒の背景に応じた成績のパターンで区分した分析も行うことが可能となっている。
教育省は、NPDに保存したデータをもとに、ホームページ上で保護者及び一般市民に向け、
学校の情報を公開している。英国の初等学校、中等学校、特別支援学校について、①テスト結果、
② Ofstedレポート、③財務情報を閲覧・ダウンロードすることが可能である4。この情報は、保
護者が自分の子どもの通う学校を選択する際にも活用される。
学校レベルの成績は一般に公表されているが、一般公開されている情報に加えて児童生徒個人
の詳細なデータは学校職員等のみが閲覧できる。学校は、自校の成績について児童生徒の背景別
に、より詳細な分析をすることが可能となっている。これにより、例えば特別な教育的ニーズ
（Special Educational Needs: SEN）、社会的養護、無料給食の受給対象となっている児童生徒の成
績を全体と比較することも可能である。

2016年からは、学校の成果を図る新しい評価指標として、成果スコア（progress score）が導
入された。成果スコアは、「付加価値指標（value-added measure）」の一種である5。初等学校の場
合、各学校の英語のリーディング、ライティング、算数について成果スコアの公表があるが、こ
れは科目ごとにキーステージ２のテスト等の結果を、キーステージ１の終了時に同様の成績だっ

3　 前期中等教育証書（GCSE）は、義務教育が終了する 16歳時点において、ほとんどの生徒が試験を受ける。GCSE
は外部機関によって実施されており、生徒は教科ごとに試験を受け、合格することにより修了証を得ることができ
る（水森, 2017）。

4　 “Find and check the performance of schools and colleges in England”（https://www.gov.uk/school-performance-tables?_
ga=2.10110582.2109757163.1673324997-924431771.1651820865）（2023年 1月 27日取得）

5　 以前はナショナル・カリキュラムのレベルで報告されていたが、入学時との比較による「付加価値」の問題を問わ
ない学力データで各学校を比較するシステムに対して不満があがっていた（Kaliszewski et al., 2017）。
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た全国の児童の成績と比較することによって算出されている6。学校の成果スコアを算出する際
は、各児童の成果スコアを科目ごとに算出し、各児童の成果スコアの平均が学校の成果スコアと
なる7。
このように英国では、国が主導して、データを収集し、学校が利活用できる形でデータを還元
している点に特徴がある。

（3）　校長が利活用するデータ
教育技能補助金庁（Education and Skills Funding Agency） は、学校の説明責任団体である理事
会8がパフォーマンスデータを理解するスキルをもつことの重要性から、学校の理事会に向けた
データ理解のためのガイダンスを出している。学校理事会のためのガイダンスであるが、校長ら
学校リーダー 9にとっては、このガイダンスで取り上げられたデータとそれに対する説明責任が
求められる。理事会が分析すべきとされているパフォーマンスデータには、①児童生徒数／出席
及び除籍、②達成度・進捗度、③カリキュラム計画（教職員と学究規模）、④財務管理及びガバ
ナンス、⑤質保証、⑥保護とウェルビーイング、⑦学校コミュニティ（教職員、児童生徒、保護者、
理事会）の 7項目が含まれる。このガイダンスは、理事会が分析しなければならないデータにつ
いて、7つのテーマに分類して情報を提供すること、理事会によるエビデンスベースの構築を支
援すること、児童生徒にとって可能な限り最善の結果及び費用対効果が得られるよう議論を支援
すること等を目的としている。また、必要なデータは、入手可能な最新の情報であること、日常
的に利用可能であること、わかりやすいことが重要だとする。ここでは７項目のうち、主に①と
②について説明する。
まず①児童生徒数／出席及び除籍においては、例えば、児童生徒の出席率を向上させるために
出席率のデータを定期的に見直し、出席率に関する現状及び過去の傾向や、歴史的に出席率の低
い児童生徒層などについて検討するように求めている。こうした検討を学校が負担なくできるよ
うにするため、教育省は毎日の出席データを自動取得することを試みている（DfE, 2022c）10。任
意であるが、学校は毎日出席データを送信することで、ダッシュボードから出席レポートをみる
ことができるようになる（ただし、リアルタイムで情報が反映されるわけではない）。毎日の出
席データだけでなく、児童生徒の氏名や UPNとともに背景情報（社会的養護、特別な教育的ニー
ズ、無料学校給食等）の情報も提供するため、ダッシュボードでは背景情報と出席率の関係につ
いて知ることもできる。理事会は、学校にこのプログラムへの登録を促すようにとされている。

6　 新しい評価枠組みが導入され、2016年と 2017年にキーステージ１を修了した児童は、 2020年夏と 2021年夏にそ
れぞれキーステージ２の修了に達した。しかし、2020年と 2021年は、Covid-19によりキーステージ２のテスト等
は実施されなかったため、これらの児童の成果測定は行われなかった。2021/2022年度は新しい評価枠組みに照ら
してキーステージの結果が報告されたコーホートで初めてのものである（DfE, 2022b）。

7　 各児童の成果スコアは、学校の成果スコアを算出する目的でのみ計算される。

8　 学校の説明責任団体である理事会とは、地方当局管理の公費維持学校の場合は学校理事会、アカデミー・トラスト
はトラスト理事会となる（DfE, 2020a）。

9　 ガイダンスでは、“school leaders” となっている。英国の学校リーダーには、校長、副校長、校長補佐、事務長等が
含まれる（藤原, 2014）。

10　 2022年 5月教育省は、出席率向上に関するガイダンスを発行し、9月から運用を開始した。このガイダンスは、
学校や地方当局等が高い水準の出席率を維持できるようサポートすることを目的とし、保護者、学校、地方当局
の役割と責任をまとめている。この教育省の試みは学校が負担なく出席率を把握し，関係機関のともに出席率向
上に取組むことをサポートする目的があると考えられる。このデータに関しては，資金調達等の目的に使用しな
いとされている（DfE, 2022d）。
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次に②達成度・進捗度11では、児童生徒の教育成果について、達成度格差の解消と前年度から
の向上を目指して校長らがとった行動を理事会はモニターすることとされている。ここで必要だ
とされているのは、児童特別給付（pupil premium）、教育・保健・福祉を一本化した計画（Education, 
Health, Care Plan：EHCプラン）12又は SENサポート13を受けている児童生徒の進度状況について
モニターし、対応の有効性について評価すること等である。また、SENや障害を持つ児童生徒
については、特に全校におけるこれら児童生徒の割合、EHCプラン及び SENサポート対象の割合、
また SEN資金に関する情報及びこの資金が児童生徒の教育効果に繋がっているかに関する検討
が必要であるとされている。学校は、SENに対する報告書を発行し、少なくとも年に一度は更
新する必要があるが、データはこの方針の有用性を占める上で重要な役割を果たすとされる。
ここまで見てきたように、英国では、国が主導してデータの収集と利活用を推奨しており、ダッ
シュボードも整備されている一方、学校は児童生徒の成績に関する追加的なデータ収集も行って
いる。Kaliszewski et al.（2017）によれば、これらの追加データの収集は、学校の目標や学習基
準に照らして、児童生徒の進捗を把握するために行われている。学校は追加的なデータを収集し、
児童生徒を追跡・モニタリングし、収集した豊富なデータを学校の自己評価や改善計画のプロセ
スに役立てる（Kaliszewski et al., 2017）。例えば、３年間同じ校長の下で成績が向上した英国の
学校を対象にした調査では、校長に対し児童生徒の学習成果の向上に最も良い影響を与えたと思
われる具体的な方策を尋ねたところ、「評価方法の改善」に次いで「データや研究活用の奨励」
が挙げられた（Day et al., 2016）。特に恵まれない環境にある学校において、成績データの活用と
モニタリングは、児童生徒の学習到達度を持続的に向上させるための重要な戦略であることが指
摘されている（Day et al., 2016）14。データを利活用し、児童生徒の学習に関する評価と追跡を行
うことで、追加支援が必要な児童生徒を特定し、個人に合わせた学習機会を増やすことが促進さ
れていた（Day et al., 2016）。またこうした学校では、管理職らのチームを再構築し、そのメンバー
の役割や責任などを再定義するということも行われていた（Day et al., 2016）。このように英国の
学校では、一般的に校長を含めた学校リーダーによるチームを編成し、「データ管理者」の役割
を副校長や校長補佐が担うことが多い（Kelly& Downey, 2011）。先の Day et al.（ 2016）の調査に
おいては、校長よりも副校長の方が学校改善において「データや研究活用の奨励」を重視してい
ることが明らかとなっている。
日常的な学業に関するデータの収集の例としては、初等学校において、児童のノートや質問に
対する反応をもとに、教員が 5段階で学習の達成度を評価し、その結果を入力する「子どもの
学習成果を可視化するオンラインシステム（Otrack）」の導入例も報告されている（島田・木原，

11　  2022年に更新された最新のガイドブックには、COVID-19により、学校が前年度のパフォーマンスデータと比較
したり、直接他の学校等と比較したりすることには慎重である必要があること、全国あるいは自治体平均と比較
する際も慎重にすべきとしている。また学校と話しあうことは、データにまつわる幅広い背景を理解し、パンデミッ
クが学校や児童生徒にどのような影響を与えたか知るうえで非常に重要なステップであると留保がある。

12　 2014年に導入された教育・保健・福祉を一本化した計画で、関係諸機関との連携が義務付けられている（文科省, 
2020）。

13　 特別な教育的ニーズや障害があると認識されているが、EHCプランがない普通学級に在籍する児童生徒を支援す
るための対応を説明するものである（DfE, 2021）。

14　 同様の指摘は、2000年以降のロンドンにおける学校改善に関する調査でもなされており、学校改善が進んだ重
要な点の一つとしてデータの利用拡大と、教育関係者のデータリテラシーの向上が挙げられている（McAleavy 
&Elwick, 2016）。
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2019）。このシステムを導入した学校では、システムへの入力が面倒で教員は分析にストレスを
感じる場合があったため、校長はオンラインシステムへの入力頻度を減らす決定を行っていた。
これにより、教員のオンラインシステムへの入力は２週間に一度となり、データは１年間に３回
分析するという頻度に落ち着いたという（島田・木原, 2019）。
学校が追加で行っているデータの収集と分析が教員の負担になっている点は、教育省も認識
しており、2018年に学校向けに作業負担を軽減するためのツールキットを発表15し、教員の負
担を増やさずにデータを収集・活用するよう求めている（DfE, 2018）16。このツールキットでは、
４つの原則として、①データ収集の目的と使い方が明確で、学校の価値観や目的に沿っているこ
と、②データの精度と限界に対する十分な理解があること、③収集されるデータの量と頻度が適
切であること、④収集されたデータと利用のプロセスを見直すことを示し、ワークショップ形式
で自校のデータ活用について見直す構成になっている。特にデータ量に関しては、通常の勤務時
間内でデータ収集と分析が現実的かどうかを検討し、費やした時間が結果に見合っているかどう
かを判断する必要があるとしている。このような観点から、現在のデータ収集及び活用在り方を
見直し、継続や改善（より効率的で効果的なやり方等への変更）、及び収集の中止について検討
が求められている。
以上のように、校長によるデータ利活用は、ガイダンスにより利活用が示されているものもあ
るが、学校改善へ活用するために学校が追加で収集し、利活用しているデータもある。また英国
においては、学校経営をチームで行うため、データの利活用に関しても、チーム内で役割を分担
していた。学校が独自に収集しているデータについては、教員の作業負担の増加が問題となり、
教育省は目的に沿ったデータの収集と利活用を求めていた。英国においては、利用可能なデータ
の多さが問題となる（Potter & Chitpin, 2021）が、校長は多くのデータを収集することを目的と
するのではなく、効率的・効果的なデータ収集を行い、学校改善等へ活用することが求められて
いる。

（4）　校長の資格プログラムの枠組み
英国では、校長の専門職基準（Headteacher’s standards）17が定められており、その基準に基づい
た全国専門職資格（National Professional Qualification：NPQ）が用意されている（植田，2022）。
校長資格の取得18には、校長研修プログラム（National Professional Qualification for Headship：
NPQH）を修了する必要がある19。

15　 2018年に当時の教育大臣は、学校におけるデータやエビデンス収集に伴う不必要な作業負担を取り除く方法を検
討するためにアドバイザリーグループを設置し、同年末にその結果を発表した（DfE, 2019）。

16　 多くの学校で児童生徒の進歩の役に立たず、教員の仕事量を増やすようなデータ運用が行われていることを指摘
し、収集するデータの量と収集する頻度が適切であること、学校長はデータの収集と収集後のデータ活用の両方
のプロセスを見直すことなどを提起している（The Teacher Workload Advisory Group 2018）

17　 最新は 2020年にアップデートされたものである（DfE, 2020b）。

18　 校長の資格取得は、2012年に保有義務が廃止された（末松, 2013）。現在、この校長資格の取得は、現在義務では
ないものの取得が推奨されている。

19　 教育省の研修プログラム概要によれば、コース期間は 18か月、週平均学習時間１～２時間であり、自学とグルー
プセッションで学ぶ。コースを修了し、最後にケーススタディに基づくリフレクション（2,500字以上）に合格
することで認定される。研修はフレームワークに基づき、教育省認定の 10機関で提供されている。教育省から
の奨学金制度により公営学校の教員は参加費が無料である（https://professional-development-for-teachers-leaders.
education.gov.uk/headship）（2023年 1月 27日取得）。2020年の専門職基準改訂に伴い、フレームワークも更新さ
れている（DfE, 2020c）。
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校長研修プログラムの内容を規定するフレームワーク（Headship Framework）では、身に付け
るべき知識、スキル、行動様式を定めている。実践に関する具体的な項目においてデータの利活
用が触れられていた例のうち、主なものとして以下が挙げられる（下線はデータを示している）。
・ ガバナンスの責任者とともに学校の戦略的な方向性を確立し、維持するために、様々なデータ、
同僚の専門知識、より広いコミュニティの経験を活用し学校文化の創造と継続的な改良を行う
こと（１．学校文化）
・ 児童生徒にとって好ましい、予測可能で安全な環境を確立し維持するために、教職員、児童生
徒、保護者からのフィードバックや学校全体のデータを活用し、行動に対する学校全体のアプ
ローチを継続的に改善・改良すること（４．行動様式）
・ すべての同僚（教員以外の同僚を含む）を採用、育成、支援し、適切に関与するために、すべ
ての学校リーダーが、授業観察などの単一アプローチによる教師の専門性の評価には限界があ
り、教師の質について推論するためには、複数のデータ収集方法を用いるべきであることを認
識すること（７．組織マネジメント）
・ 何を実施するべきかを正しく選択するために、内外の根拠（児童生徒の成果データや研究ベー
スのガイダンスなど）に基づき、これまでに何が上手くいったか（上手くいかなかったか）を
エビデンスに基づき、新しいアプローチを採用すること（８．実行）
このように、フレームワーク中では、学校文化、行動様式、組織マネジメント、実行において、
データの利活用が求められていた。校長は、専門職資格の取得において、学校経営における様々
なデータを収集し、活用し、判断することが求められていると言える。

（5）　考　察
最後に、英国の校長によるデータ利活用における課題についてまとめる。英国では、国が主導
してデータを収集し、学校が利活用できるようダッシュボードを整備する一方で、学校は独自に
追加データ収集を行っていた。これにより、児童生徒の様々なデータを追跡・モニタリングし、
収集した豊富なデータを学校の自己評価や改善計画のプロセスに役立てている。こうした背景の
中、課題としては次の二点が挙げられる。
第一に、データ収集による教員の作業負担の増加である。学校が独自に行っているデータ収集
では、日々の教育活動のデータを収集しているが、これにはデータ入力の作業が必要となり、教
員にとって負担になっていた。校長には教員の作業負担を考慮しつつ、目的に沿った効率的・効
果的なデータ利活用が求められていた。
第二に、上記の点と関わり、校長のデータ利活用に関する能力育成の問題である。校長資格取
得のための研修フレームワークには、データの利活用に関する記述があったが、データを見るた
めのトレーニングでは、エビデンスが何を意味しているのかという深い考察が身につくとは限ら
ないという指摘もある（Potter & Chitpin, 2021）。教育省のツールキットでも触れられていたよう
に，データから得られる情報の限界を理解し、目的に合わせてどのようなデータを活用すること
が最も適切であるか判断する力の育成は課題となっている。
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３．米国における校長のデータ利活用

（1）米国におけるアカウンタビリティ政策
米国では 2002年の「どの子も置き去りにしない法（No Child Left Behind Act of 2002：NCLB
法」、及び後続の 2015年の「全ての生徒が成功する法（Every Student Succeeds Act：ESSA法）」
を根拠として、教育のアウトカム保証のためのアカウンタビリティ政策が実施され、各州は、児
童生徒の達成基準や結果の報告義務を負うことになった。連邦教育省は NCLB法を契機に 2004
年より、全米の初等・中等教育課程（Pre K-12）の公立学校から収集されたデータを集約するシ
ステムとして、EdFactsの稼働を開始した（喜連川, 2022；国立情報学研究所 & KDDI総合研究
所 , 2022）。EdFactsを中心とした全米での教育データ収集の概要及びデータ活用の事例につい
ては、先行文献で詳細に述べられている（国立情報学研究所 & KDDI総合研究所, 2022）。各学
校、学区は各自で採用した児童生徒情報システム（Student Information System：SIS）を使用して、
児童生徒や学校に関するデータを生成する。それらのデータは各州の全州長期データシステム
（Statewide Longitudinal Data Systems：SLDS）でとりまとめられた後、EdFactsに集約される（U.S. 
Department of Education, 2023；国立情報学研究所 & KDDI総合研究所 , 2022）。収集されるデータ
は、児童生徒の学業成績、英語学習児童生徒20の成績、経済的に不利な児童生徒、障害を持った
児童生徒、移民、虐待、ホームレスの家庭の児童生徒数、卒業率、中退率、学校の安全に関わる
数値等、多岐にわたる（U.S. Department of Education, n.d.）。EDFactsは統合されたデータをダッシュ
ボードで公表しており（U.S. Department of Education, 2021）、また各州は自州内のデータを同様
に公表している。
アカウンタビリティ政策の下、各州はデータの収集、報告義務だけでなく、児童生徒の学力に
責任を求められる。NCLB法では、年次教育改善指標（Adequate Yearly Progress：AYP）の改善
が義務付けられ、未達成の学校には、廃校、校長や教員の半数の入替え、チャータースクール
への転換、校長更迭と教育方法・内容の変更等の制裁措置が課された（北野, 2017；中野, 2021； 
Schildkamp & Datnow, 2022；森, 2018）。これに対し、ESSA法では州による裁量が拡大し、州に
よる標準テストの結果が下位 5%の TitleⅠ21の学校や高校卒業率が 67%以下の高校は「低業績校」
に認定され、エビデンスに基づいた包括的な改善計画を策定しなければならず、州は改善の監視
を行う必要がある（Alliance for Excellence Education, 2016）。
このように、各州による運用には差があるものの、全米でアカウンタビリティシステムに連動
したデータの利活用が進む中で、校長によるデータ利活用は「データ駆動型意思決定」として、
アカウンタビリティの動向と学校改革において意思決定プロセスの中心になっているとされ（露
口, 2022；Albiladi et al., 2020）、実際の学校、特に校長によるデータ利活用の運用の実態は、州を
超えて共通する点も大きいと見られる。
本節では、こうした全米における状況を踏まえ、データに基づいた学校運営、意思決定を実施
する校長が、実際にどのようにデータを利活用しているか、という実情を把握する観点から、州
単位、あるいは個別事例を含む研究調査を主な対象とし、利活用するデータの種類及び利活用の
目的、データを利活用する際の枠組み及び取り組みについて明らかにされていることを確認し、

20　 母語が英語ではなく、第二言語として英語を学習する児童生徒を示す。

21　 TitleⅠとは、低所得層家庭の生徒が在籍する学校に対する連邦政府による補助金プログラムである。
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実態の把握と課題についての検討を試みる。また、データ利活用のための校長の資格プログラム
の履修例についても事例を基に検討を行う。

（2）　校長が利活用するデータと利活用の目的
米国の校長によるデータ利活用の概要については、幾つかの調査を通して知ることができ
る。校長がどのようなデータを重視するのか、については、中西部の州で実施された調査がある
（Moore & Shaw，2017）。それによると、校長が利活用するデータは、州全体のテスト結果、学
区実施のテスト（ベンチマーク評価／テスト22等）結果、学校実施の評価（単元毎のテスト、小
テスト、宿題等）、全国標準テスト（Stanford 9、 ACT、SAT、PSAT等）などのテストや評価の結
果に加え、児童生徒の素行に関するデータ（カウンセラーの報告、専門医等への照会、懲罰等）、
教育プログラム（英語学習児童生徒対象、TitleⅠ受給児童生徒対象、ギフテッド／才能児教育、
特別教育等）の参加状況、授業観察によるデータ、児童生徒の作品（ポートフォリオ等）に対す
る系統的評価から得られた結果、学校アンケートの集計データなど、非常に多岐にわたる。この
うち多くの校長が有意義と考えるデータのタイプは、州全体のテスト結果、学区実施のテスト結
果、及びそれらを下位項目とスキルごとに細分化したデータであった（Moore & Shaw, 2017）。
さらに、校長が重視するデータに関する別の研究では、校長の意思決定に利活用されるデータ
を（1） アウトカム：テストの結果、中退率、卒業率、（2） インプット：生徒の人種・属性等情報、
（3） プロセス：指導の質やプログラム実施に関するデータ、（4） 認識：アンケート調査結果や教
員、生徒、保護者からの意見、に４分類した場合、実際の指導上の意思決定プロセスにおいて主
要とみなされるのは （1） アウトカムのデータだという。特に州や学区によって生成されるマクロ
なデータや、フォーマルな形式で定期的に提供されるテスト（標準テスト、ベンチマーク評価等）
の結果や卒業率など、外部のアカウンタビリティの要求に対して学校の状況を示す指標が重視さ
れる（Albiladi et al., 2020）。
また、属性などの下位項目で細分化されたデータが重要視されることは、生徒間の不平等格差
を解消するためにデータを利活用する校長らの事例研究からも明らかにされている（Chikwe & 
Cooper, 2019）。それによれば、校長は人種、ジェンダー、家庭所得等の下位項目によって細分化
されたデータを検討することによって、どのグループに学力や習得達成の問題が存在するか確認
でき、必要な指導や介入の実施が可能となるという23。
校長が各目的のためにどの程度の頻度でデータを利活用するか、についての調査では、最も頻
繁（「少なくとも週１回」から「月に２、３回」）にデータを利活用する目的は「学校全体の授業
指導に関する目的」として「児童生徒の学習の問題を明らかにする」「児童生徒個々人のニーズ
に合わせて授業、指導を個別化する」ため、また「学校の組織運営の目的」として「学校の授業
実践を注視する」ためであった（Moore & Show, 2017）。校長がデータを利活用する目的は、授
業指導関連、組織運営関連に比重がおかれ、日常の授業実践や児童生徒の学習に関するデータの

22　 ベンチマーク評価／テストとは、一般的に学区によって年間数回、主に読解力と算数について実施される。州や
学区の学習標準内容を反映し、カリキュラムや州統一テストの内容に沿って作成される（Olson, 2005）。

23　 ただし、細分化されたデータの入手は限定的であり、約４割の校長が、履修登録歴、形成的評価スコア、成績（GPA）
に関して細分化されたデータにアクセスできていないという研究もある（Hamilton & Johnston, 2020）。また、生
徒の社会・情緒的発達や大学、キャリアに対する準備に対する教育者の関心にもかかわらず、校長が生徒の社会・
情緒的コンピテンシー、及び高校卒業後に関するデータにアクセスできる率は 40%以下と低く、また、これらの
データは意思決定に対して利用されない傾向にあることも指摘されている（同上）。
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参照、検討は頻繁になされていることが示される。
データ利活用の目的については、全米の校長に対して 2019年に実施された調査からも確認さ
れる（Hamilton & Johnston, 2020）。それによると、標準テストのスコア、形成的評価のスコア、
生徒の成績（GPA）の 3種類のデータとも、最も多い利活用目的は「介入の選択」であり、次が
「教育指導に関するリーダーシップ」、「（時間割等の）スケジューリング」であった。
介入とは一般的に教育指導に関する支援を意味するが、ESSA法では特に、これらの「エビデ
ンスに基づく介入」の導入が生徒の学力改善のために推奨され、また連邦政府の補助金のプログ
ラム申請には必須とされる（California Department of Education, 2022）。
エビデンスは統計的に有意な実証研究によって支持されるレベルによって、以下のように 4段
階の Tier（層）に分類されている。

Tier 1　 強力なエビデンス：適切に設計、実施されたランダム化比較実証研究によって支持さ
れる。

Tier 2　 適度なエビデンス ：適切に設計、実施された擬似実証研究によって支持される。
Tier 3　 有望なエビデンス ：適切に設計、実施された相関研究（選択バイアスのために統計的

管理がなされている）によって支持される。
Tier 4　 論理的根拠を実証 ：適切に定義された論理モデルあるいは行動理論による実践で、研

究によって支持され、州教育機関、地方教育機関、あるいは外部研究機関によって有
効性判定の努力が進行中である。

学校や学区、州の教育機関が「エビデンスに基づく介入」を選択する際に、上記の条件に適
合する介入プログラム等を検索するリソースとしては、連邦教育省の教育科学研究所（Institute 
of Education Sciences：IES）によって運営されるWWC情報センター（What Works Clearinghouse）
がある（Institute of Education Sciences, n.d.）。
上記の調査を実施した Hamilton & Johnson（2020）は、データ利活用において最も優先される
目的に「介入の選択」が選ばれ、授業・学習のための「教育指導に関するリーダーシップ」がそ
の重要性にもかかわらず、選ばれなかった事実は注目に値すると指摘している。すなわち、「介
入の選択」と「教育指導に関するリーダーシップ」は授業指導改善に対して異なる対応であるが、
ESSA法による推奨や義務の影響によって、即時解決型の「介入」の選択が優先されやすいこと
が示唆される。

（3）　データ利活用の枠組みと実践
米国の現在のアカウンタビリティ政策の推進は、ビジネス界の影響を大きく受けているとさ
れるが（中野, 2021）、校長のデータ利活用に関わる業務においても、ビジネスモデルの枠組
みや概念で推進されてきたと見られる。ESSA法に基づいたデータ利活用の取り組みの開始を
機に、多くの州でビジネスにおける枠組みを流用した「継続改善フレームワーク（Continuous 
Improvement Framework）」が強調された（Klein, 2018）。例えば、バーモント州教育局では「教育
の質と継続改善フレームワーク：継続改善計画のための研究、リソース、サポート」という資料
を発行し、その中で学校改革のために取り入れるべき「継続改善フレームワーク」を次のように
説明している（Vermont Agency of Education, 2020, p.6）。
第１段階： ニーズを評価・革新（総合的なニーズ評価・改善案を決定）
第２段階： 試験的に実施（小規模での改革を計画、試験的に実施・実施の際の効果を確実にす
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るために PDSA（Plan→ Do→ Study→ Act）サイクルを適用）
第３段階： 実施、拡大（通常業務で全面的に改善を実施・全体で実施、PDSAサイクルを適用）
第４段階： 維持（改善の長期的維持方法を決定する）（→ 第１段階に戻る）
こうしたビジネスモデルを基にした枠組みが強調される一方、校長のデータ利活用は、独立し
た一業務ではなく、学校運営全般と緊密に関わっていることも明らかにされている。学校リーダー
シップに関するレビューを行った Grissomらによれば、校長のリーダーシップ行動には「１．教
育指導面に重点を置いた教員との交流」「２．建設的な学校風土の構築」「３．教職員による協働・
学習コミュニティの促進」「４．人事とリソースの戦略的管理運営」がある。
このうち、「１．教育指導面に重点を置いた教員との交流」には、「教員観察と評価」、「フィー
ドバックとコーチング」、「データ駆動型の教育プログラムの設置」が含まれる。「データ駆動型
の教育プログラムの設置」について、Grissomらは、データの利活用に関して有能な校長は、的
確な判断を下し、学校のニーズに対処するだけでなく、教職員らの行動を起こさせ、また、デー
タ駆動型の実践によって、教員が学校改善アプローチに対して積極的に取り組む姿勢が促進され、
結果的に教員側にも、学校風土や校内業務に対して、より肯定的な認識が見られると指摘してい
る（Grissom et al., 2021）。
この知見は「データ駆動型の教育プログラム設置」のために、校長が取るリーダーシップの行
動には「１．教育指導面に重点を置いた教員との交流」の他の活動（教員観察と評価、フィードバッ
クとコーチング）も含まれ、さらには「２．建設的な学校風土の構築」や「３．教職員による協
働・学習コミュニティの促進」もデータ利活用のためのリーダーシップに不可欠な要素となるこ
とを示している。例えば「２．建設的な学校風土の構築」に関して、校長には、データ駆動型の
文化、すなわち、データが授業実践を改善するためのツールとして重視される文化を醸成する役
割も求められる。そのために、教員のデータ利活用をサポートするための時間、サポート、アク
セシビリティを確立し（Albiladi et al, 2021）、管理職と教員との間で協働する「データ・チャット」
の設定活用や、データに対するフィードバックを確実に行う仕組みなどの工夫が欠かせないとさ
れる（Grissom et al., 2021）。
また「３．教職員による協働・学習コミュニティの促進」について、データは校長にとって、
教員や保護者と、生徒及び学校の実態や改善について会話を始め、進めるためのツールとなる。
ある研究では、校長が、データ上の生徒の成績と実際の学力の乖離について担当教員と向き合っ
て、乖離の原因について話し合う等の事例が報告されている（Chikwe & Cooper, 2019）。「４．人
事とリソースの戦略的管理運営」に関しても、学校リーダーにとって、データは意思決定プロセ
スのための重要な「行程表」だと認識される（Chikwe & Cooper, 2019）。データ分析を基に、学
校改善の財源をどこに投入するか、確認、計画し、また問題を周囲に明示することが可能となる。
さらに、保護者などのコミュニティに対して、人種などの属性により社会的に不利な立場に
置かれている生徒の成績について伝える際にも、客観的なデータはコミュニケーションの「基
準点」として活用される（Chikwe & Cooper, 2019）。保護者らに対するデータ結果の共有に際し、
コミュニティからの理解が得られ、混乱や反発を招きにくくする入念な準備が求められるとされ
る。（Bonde, 2021）。
以上から明らかなように、校長によるデータの利活用は、データの生成と分析、共有を行い、デー
タの結果から明示された問題への対応を検討し、分析結果や改善提案を教員に伝え、理解を得て
教育改善の実践に結びつけ、そのための教員コミュニティの構築、改善に向けた取り組み（授業
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指導の分析改善、介入）を行い、改善に当たっての保護者やコミュニティへの理解と協力のため
の説明、改善策の実施、経過と結果の注視、結果に対するフォローと必要な修正、という多岐に
わたる業務が複合的、重層的に実施されるプロセスだといえる。

（4）　校長の資格プログラムにおける履修例
米国における学校リーダーシップ養成プログラムは、主に高等教育機関で提供されている。

2000年代以降、学校改革をリードするために必要な資質を持ったリーダー育成のプログラムの
研究が進み（Darling-Hammond et al., 2007；Murphy et al., 2007；Vanover and Hodges, 2014）、現
在、オンラインを含め、学校リーダー育成のための多くの教育学博士（Doctorate of Education：
Ed.D.）プログラムが提供され、多くのプログラムで統計学、データ分析など、データ利活用関
連の授業を提供している。例えば、全米でも優れた Ed.D.プログラムの一つと評価されている24 
Peabody College（Vanderbilt University）のオンラインプログラムでは、「データと分析」関連クラ
スがカリキュラムの３分の１を占め、基礎統計学等の他、表１のような授業が提供されている
（Peabody College, 2023）。
この例に見られるように、米国の多くの Ed.D.のプログラムで、データ分析関連の授業が必修

となっている。しかしながら、こうしたプログラムでデータを利活用するための知識やスキルは
得られるが、実際の学校現場で教員と協働し、保護者やコミュニティとコミュニケーションをと
りながら学校改善を推進する能力やスキルの育成は容易ではないと思われる。「現在のリーダー
シッププログラムと研修は、リーダーがデータ文化を発展させ、データの効果的活用のためのビ
ジョン共有と総合的な理解を持てるように十分に教えているとは言えない」（Albiladi et al., 2020）
と指摘されるように、データの利活用に関わる校長自身の教育は、データ分析のスキルだけでは
なく、学校運営及び改善という実地の中でどのようにそれを生かしていくか、という全方向的な
リーダーシップの中に位置づけられる必要があると思われる。

表１　Peabody College の Ed.D. プログラムの「データと分析」のコース概要（一部）
プログラム評価：プログラム評価の概念と手法の入門コース。研究の理論的枠組、研究デザイン方法論と分析の
適性と厳密性に基づいてプログラム評価をデザイン、分析、解釈し、プログラムの政治性と政策評価を理解、評
価のインパクトを政策に反映させる役割を担い、分析とプレゼンテーションのスキルを伸ばす。
データサイエンス：組織のリーダーのためにデータに関わり、データを解釈する者はデータサイエンティスト、
成果物はデータサイエンスとなる。本授業では、データを入手し、予測のために分析し、分析結果を提示する、
という 3 つのスキルを発展させる。

（Peabody College. (2023). Online Doctor of Education in Leadership and Learning in Organizations, Ed. D. Curriculum, 
Course Scheduling. https://peabodyonline.vanderbilt.edu/edd-in-organizational-learning/curriculum/ より抜粋）

（5）考　察
最後に米国の校長によるデータ利活用における課題について考察する。データの利活用に基
づくアカウンタビリティシステムが学業成績の向上や教育格差の解消など、教育の改善につな
がっているかについては、評価は一様ではない（喜連川, 2022；北野, 2017；国立情報学研究所 & 
KDDI総合研究所, 2022；中野, 2021；Ravitch, 2013）。データがアカウンタビリティと連動してい
るために、データに示される実績が改善しなければ、「低業績校」に認定され、州の監視下で改

24　 Ed.D.プログラムのランキングを掲載する EdD Programsのウェブサイトによれば、Peabody College のオンライン
プログラムは、教育リーダーシップのオンラインプログラムで３位とされる（EdD Programs, 2023）。
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善を実施するという帰結が存在する。この結果、校長によって優先されるデータの種類及び対応
が限定されている可能性が示唆される。
まず、データの種類に関し、データに反映される項目、すなわち州統一テストのスコア、学校
の中退率／卒業率、大学進学率など、アカウンタビリティの指標となる項目が優先され、データ
の利活用が果たして本質的な指導や教育の改善、格差や不平等の減少など公正性の拡大といった
教育改善につながっているのか、という懸念が指摘されている（Chikwe & Cooper, 2019）。デー
タが客観的な結果を示す一方で、データに反映されにくい教育目的については、追求や達成がよ
り難しく、またそのための人口構成情報による人種グループ構成や、指導の質に関する指導プロ
セスのデータ、生徒の社会・情緒的コンピテンシー、高校卒業後に関するデータに対する優先度
は高くないことが示されている。こうした、本来であれば教育改善に有効となる指標やデータが、
アカウンタビリティ政策の中で優先されにくい可能性が存在するのではないかと考えられる。
次に、データで示されたスコアや評価の改善のために校長がとる対応は、ESSA法に基づき、

「エビデンスに基づく改善のためのアクション」（Vermont Agency of Education, 2020）として、教
育省や州によって推奨される介入のためのプログラムや教材の選択、決定が優先される傾向にあ
る。データの裏にある原因を丁寧に探索、あるいは担当教員と授業指導の内容やプロセスの改善
についてじっくり検討を重ねるといった、時間や労力がかかる対応よりも、即時解決的、かつ外
部にも説明しやすい「介入」が優先される結果、問題に対する根本的な解決につながっていない
こともあり得る。したがって、エビデンスに基づくとして推奨される介入プログラムが、実際に
採用した学校にとって、どの程有効であったのか、もし有効でなかった場合は、原因が実施の方
法にあるのか、介入プログラムと学校・生徒のニーズとの不一致にあるのか、プログラムに問題
はないのか、といった検証が欠かせないであろう。こうした確認、検証がどの程度なされている
か等、データ利活用に関わる対応の有効性について今後も状況を注視していく必要がある。

４．おわりに

以上、本稿で検討してきたように、英国、米国とも、それぞれ国や州の統一テストの結果を含
むデータの内容が、学校の運営に影響を及ぼすアカウンタビリティシステムの中に位置付けられ、
アカウンタビリティの結果として、制裁措置を前提とした学校改善が要求される中で、学校リー
ダーが意思決定にデータを利活用する比重は非常に大きいといえる。
ただし両国を比較すると、英国では、データの利活用は校長と教職員から構成される学校リー
ダーによって実施されるのに対し、米国ではその責務の大部分は校長の力量にかかっていると見
られる。一方、英国では国によって、データの生成、利活用等に対するガイダンスが全国の学校
に対して提供されているのに対し、米国は州による運用規定の裁量が大きい。その上で、米国の
多くの校長が重視、活用するデータは統一テストの結果や卒業率など、外部のアカウンタビリティ
の要求に応えるものであった。また、データ分析の結果に対応した教育改善策は、エビデンスに
基づくとされる推奨プログラムによる介入が優先されていることも示された。一方、英国では、
利用可能なデータの多さが問題として挙げられ、学校側の負担軽減の努力も試みられている。校
長の資格プログラムについては、英国はデータ利活用に関するフレームワークが定められている
が、米国ではデータ利活用に関する内容は、資格プログラムを提供する機関によって差異がある
ものの、データ分析等についての履修はほぼ必修となっていることも明らかになった。
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両国ともデータ駆動型のアカウンタビリティシステムを取り入れ、全国でデータが集約される
仕組みが整った現在、データ利活用に伴い、校長には、データを分析し、結果に基づいた判断、
改善等を実施し、教員やコミュニティと円滑なコミュニケーションを取るリーダーシップが必要
とされる。しかしながら英米両国とも、そのための教育研修が決して十分とはされていない様子
も示唆された。これらの課題は、データ駆動型の教育の在り方が模索される日本においても、今
後更に慎重に議論される必要があると考えられる。
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